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１．港湾運送事業報告規則の一部改正について

新様式 対応する旧様式 新報告書名 対象期間 提出頻度 提出先

新第１号様式 旧第１号様式第１表
旧第１号様式第２表 事業概況報告書 事業年度 年１回（事業年度経過後100日以内） 大臣

新第２号様式 旧第２号様式 営業収益明細表 〃 〃 〃

新第３号様式 旧第３号様式 営業費明細表 〃 〃 〃

新第４号様式 旧第４号様式 港湾運送事業人件費明細表 〃 〃 〃

新第５号様式 旧第１号様式第２表
旧第８号～旧第10号様式 港湾運送事業実績報告書 年度

（各月内訳）
年１回（翌年度４月30日まで） 運輸局⾧

新第６号様式 旧第８号様
旧第10号様式 港湾運送引受け実績報告書 年度 〃 〃

新第７号様式 旧第５号様式 船舶積卸し実績報告書 月 月１回（翌月末まで） 〃

新第８号様式 旧第５号様式 沿岸荷役実績報告書 年度 年１回（翌年度４月30日まで） 〃

新第９号様式 旧第６号様式 はしけ稼働実績報告書 〃 〃 〃

新第10号様式 旧第７号様式 いかだ運送実績報告書 年度 〃 〃

新第11号様式 旧第11号様式 労働者及び稼働実績報告書 年度
（各月内訳） 〃 〃

新第12号様式 旧第12号様式
旧第13号様式 検数・検量取扱い実績報告書 年度 〃 大臣

新第13号様式 旧第14号様式 鑑定取扱い実績報告書 〃 〃 〃

○ 港湾運送事業者の皆様の業務負担軽減等を図るため、港湾運送事業報告規則の改正を行い、報告頻度や報告様式の見直しを行いました。
○ 主な変更点は以下のとおりです。（実質的な変更を伴うものについて赤字記載しています。）
○ 各様式の具体の変更点についてはＰ４以降をご参照ください。
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※大臣＝国土交通大臣、運輸局⾧＝地方運輸局⾧



２．新様式の適用時期について

○ 「港湾運送事業報告規則の一部を改正する省令」については令和３年４月１日に施行します。
○ 新様式による報告書の提出期限は最も早いもので令和４年４月３０日です。

・港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）
・港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）
・沿岸荷役実績報告書（新第８号様式）
・はしけ稼働実績報告書（新第９号様式）
・いかだ運送実績報告書（新第１０号様式）
・労働者及び稼働実績報告書（新第１１号様式）
・検数・検量取扱い実績報告書（新第１２号様式）
・鑑定取扱い実績報告書（新第１３号様式）

【２】年１回提出する報告書（【１】を除く）

令和３年度（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）分より新様式
を適用します。

→令和３年度分の実績は令和４年４月３０日までにご提出ください。
※月１回の提出をお願いしていた旧第５号様式のうち沿岸荷役実績に係る部分、
旧第６号様式及び旧第８号～旧第１０号様式による報告書は、令和３年４月
１日以降、提出不要です。（年１回の提出に変更されます。）

【１】事業年度経過後１００日以内に提出する報告書

・事業概況報告書（新第１号様式）
・営業収益明細表（新第２号様式）
・営業費明細表（新第３号様式）
・港湾運送事業人件費明細表（新第４号様式）

令和３年４月１日以降に開始する事業年度分より、新様式を適用しま
す。
※令和３年３月３１日までに開始した事業年度については旧様式が適用されま
す。

【３】月１回提出する報告書

・船舶積卸し実績報告書（新第７号様式）

令和４年３月実績分までは旧様式（旧第５号様式）をご使用いただけ
ます。
令和４年４月実績分からは新様式でのご提出をお願いいたします。
※旧様式を使用する場合、新様式で記入不要とされた項目や沿岸荷役実績は未
記入のままご提出いただけます。
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３．新様式による報告書の提出先について

新様式による報告書の提出先は、以下のように変更されます。

【提出書類Ａ】
・事業概況報告書（新第１号様式）
・営業収益明細表（新第２号様式）
・営業費明細表（新第３号様式）
・港湾運送事業人件費明細表（新第４号様式）

【提出書類Ｂ】
・港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）
・港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）
・船舶積卸し実績報告書（新第７号様式）
・沿岸荷役実績報告書（新第８号様式）
・はしけ稼働実績報告書（新第９号様式）
・いかだ運送実績報告書（新第１０号様式）
・労働者及び稼働実績報告書（新第１１号様式）

一般港湾運送事業者、港湾荷役事業者、はしけ運送事業者及び
いかだ運送事業者（以下「一般港湾運送事業者等」）の皆様

検数事業者、鑑定事業者及び検量事業者の皆様

・事業概況報告書（新第１号様式）
・営業収益明細表（新第２号様式）
・営業費明細表（新第３号様式）
・港湾運送事業人件費明細表（新第４号様式）
・検数・検量取扱い実績報告書（新第１２号様式）
・鑑定取扱い実績報告書（新第１３号様式）

所轄地方運輸局を経由し、国土交通大臣へ１通ご提出ください。
（改正前）国土交通大臣及び所轄地方運輸局⾧へ１通ずつ提出
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【提出書類Ａ】
○ 所轄地方運輸局⾧を経由し、国土交通大臣へ１通ご提出くだ
さい。
（改正前）国土交通大臣及び所轄地方運輸局⾧へ１通ずつ提出

○ 複数港で事業許可を受けており、所轄地方運輸局⾧が複数あ
る場合は、一の地方運輸局⾧（※）を経由いただければ構いま
せん。

※本店所在地（本店所在地を管轄する地方運輸局⾧の管轄区域内
の港湾で許可を有していない場合は、港湾運送事業における本
部機能を有している支店の所在地）を管轄する地方運輸局⾧を
経由いただきますよう、お願いいたします。

【提出書類Ｂ】
引き続き、所轄地方運輸局⾧へご提出ください。



４．各様式の変更点について
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・事業概況報告書（新第１号様式）
・営業収益明細表（新第２号様式）
・営業費明細表（新第３号様式）
・港湾運送事業人件費明細表（新第４号様式）
・港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）
・港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）
・船舶積卸し実績報告書（新第７号様式）
・沿岸荷役実績報告書（新第８号様式）
・はしけ稼働実績報告書（新第９号様式）
・いかだ運送実績報告書（新第１０号様式）
・労働者及び稼働実績報告書（新第１１号様式）
・検数・検量取扱い実績報告書（新第１２号様式）
・鑑定取扱い実績報告書（新第１３号様式）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１
・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６

・・・・・・・・・・・・・・・・２７
・・・・・・・・・・・・・・・２８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０



事業概況報告書（新第１号様式）（１／３）

旧第１号様式「事業概況報告書」は、事業概況総括表（第１表）及び港湾運送事業実績総括表（第２表）に分かれていましたが、新様式で
は分かれておらず、旧第１号様式第１表「事業概況総括表」に準じた内容となっています。
※旧第１号様式第２表「港湾運送実績総括表」にご記入いただいていた一部事項については、新第５号様式にご記入いただくこととなります。

【提出頻度】事業年度実績を年１回 【提出期日】事業年度経過後１００日以内 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）
※複数港で事業許可を受けており、所轄地方運輸局⾧が複数ある一般港湾運送事業者等の皆様におかれましては、一の地方運輸局⾧を経由いただければ構い
ません。

新様式 旧様式（第１号様式第１表）

① 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。事業者名のみご記入ください。

② 「経営形態及び資本金」については資本金の額のみ、ご記入ください。

③ 「大株主」と表記を改めましたが、記入事項に変更はありません。引き続き、所有株式数の多い順に１０名をご記
載ください。

①

②

③

①

②

③
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事業概況報告書（新第１号様式）（２／３）

新様式

④ ④

⑤ ⑤ ⑤ ⑤

④ 表記を改めましたが、記入事項に変更はありません。ただし、指名委員会等設置会社におかれましては、執行役に
ついては「取締役、理事その他業務を執行する役員」の欄にご記入ください。

⑤ 表記を改めましたが、記入事項に変更はありません。

旧様式（第１号様式第１表）
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事業概況報告書（新第１号様式）（３／３）

新様式

⑦

⑦ 旧第１号様式第２表「港湾運送実績総括表」中の「営
業成績に影響を及ぼした重要な事項」に相当するもの
です。
収益、費用のそれぞれについて空欄とせず、ご記入を
お願いします。

例：災害による荷役機械の損壊（特別損害）により費
用が増加した。 ⑦

旧様式（第１号様式第２表）
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営業収益明細表（新第２号様式）

新様式においては、形式的な変更のみを行っていますが、「一般港湾運送事業収入」の「港湾運送収入」の記載順序を一部改めています。

新様式 旧様式（第２号様式）

①

②
②

① 集計時の確認のため、事業者名のご記入をお願いします。

② 記入順序を「船内荷役」→「沿岸荷役」→「はしけ運送」→「いかだ運送」に改めていますので、ご注意ください。
8

【提出頻度】事業年度実績を年１回 【提出期日】事業年度経過後１００日以内 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）
※複数港で事業許可を受けており、所轄地方運輸局⾧が複数ある一般港湾運送事業者等の皆様におかれましては、一の地方運輸局⾧を経由いただければ構い
ません。



営業費明細表（新第３号様式）

新様式においては、形式的な変更のみを行っています。

新様式

① 集計時の確認のため、事業者名のご記入をお願いします。

①

旧様式（第３号様式）
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【提出頻度】事業年度実績を年１回 【提出期日】事業年度経過後１００日以内 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）
※複数港で事業許可を受けており、所轄地方運輸局⾧が複数ある一般港湾運送事業者等の皆様におかれましては、一の地方運輸局⾧を経由いただければ構い
ません。



港湾運送事業人件費明細表（新第４号様式）

新様式においては、形式的修正のほか、一部記入が不要となる項目があります。

①

① 集計時の確認のため、事業者名のご記入をお願い
します。

② 「支給延人員」の記入は不要となります。

②

②

②

新様式 旧様式（第４号様式）
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【提出頻度】事業年度実績を年１回 【提出期日】事業年度経過後１００日以内 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）
※複数港で事業許可を受けており、所轄地方運輸局⾧が複数ある一般港湾運送事業者等の皆様におかれましては、一の地方運輸局⾧を経由いただければ構い
ません。



港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（１／６）

新第５号様式は、旧第１号様式第２表「港湾運送事業実績総括表」の内容を基に、「一般港湾運送引受け実績報告書」（旧第８号様式）、
「統括管理実績報告書」（旧第９号様式）及び「港湾運送引受け実績報告書」（旧第１０号様式）の下請に係る項目を統合しています。

【提出頻度】各月の実績を１年分まとめて提出 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧
（例：令和３年度分の実績は、令和４年４月３０日までに提出）

旧様式
（第１号様式
第２表）

① 事業年度実績ではなく、各月の実績を１年度分ま
とめてご提出ください。

② 住所の記入は不要となります。事業者名のみご記
入ください。

③ 検数事業・鑑定事業・検量事業の実績の記入は不
要となります。

④ 「損益」の記入は不要となります。

⑤ 「営業成績に影響を及ぼした重要な事項」は新第
１号様式にご記入ください。

③

④

⑤

①
②
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港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（２／６）

新様式 旧様式（第１号様式第２表）

⑥ 対応関係を矢印（↔）で示しています。なお、記入項目は、
旧第８号様式及び旧第１０号様式に準じた内容となっていま
す。旧第１号様式第２表と比べて、詳細に記入いただくこと
となりますが、いずれも他の旧様式で記入いただいていたも
のであり、新たな報告項目はありません。

⑥

⑥

⑥

⑥
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港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（３／６）

新様式 旧様式（第８号様式）

⑦

⑦

⑧

⑧
⑨

⑨

⑨

⑨

⑨

⑨

⑨

⑨

⑦ 記入順序を「船内荷役」→「沿岸荷役」→「はしけ運送」→「いかだ運送」に改めていますので、ご注意ください。

⑧ 一般港湾運送引受け実績は、行為の種別ごとに「自営した量」「下請けさせた量」（関連下請・その他）の各月の
実績をご記入ください。

⑨ ご記入いただきやすいよう、合計欄を「引き受けた量」「自営した割合」の２段に分けました。
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港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（４／６）

新様式

⑩

⑪

⑩ 統括管理実績における「輸・移入」「輸・移出」の内訳の記入は不要となります。

⑪ ご記入いただきやすいよう、合計欄を統括管理の下において行った港湾運送に係る「貨物量」と「割合」の２段に
分けました。

⑩

⑪

旧様式（第９号様式）
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港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（５／６）

新様式

⑬

⑭

⑫ 一般港湾運送事業以外の港湾運送引受け実績は、港湾
運送の種別ごとに「直請した量」「下請した量」の各
月の実績をご記入ください。

⑬ ご記入いただきやすいよう、直請した量の欄を「貨物
量」と「割合」の２段に分けました。

⑭ 「下請した量」については委託者別にご記入ください。

⑬

⑬

⑬

⑭

⑭

⑭

⑬

⑭

⑫
旧様式（第１０号様式）
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港湾運送事業実績報告書（新第５号様式）（６／６）

新様式

⑮

①（再掲）事業年度実績ではなく、各月の実績を１年度分まとめてご提出ください。

②（再掲）住所の記入は不要となります。事業者名のみご記入ください。

⑮ 本報告書は港湾ごとにご作成ください。なお、同一港湾で複数事業の許可を受けている場
合は、一つの報告書でまとめて提出いただけます。
※複数港湾で許可を受けている場合、旧第１号様式第２表では、各港湾の合計値をご提出いただく必要がありまし
たが、本報告書では、その必要はありません。

①

①

②
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港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）（１／５）

「一般港湾運送引受け実績報告書」（旧第８号様式）及び「港湾運送引受け実績報告書」（旧第１０号様式）の内容を整理し、同一の様式
としました。新様式においては、詳細な内訳のご記入は不要となり、委託者別・行為の種別ごとの引受け実績（年度実績）をご記入いただ
くこととなります。
※自営や下請の内訳については、引き続き、月実績を新第５号様式にご記入いただくこととなります。

① 年度実績をご記入ください。

② 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要
となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

③ 記入順序を「船内荷役」→「沿岸荷役」→「はしけ運
送」→「いかだ運送」に改めていますので、ご注意くだ
さい。

新様式

①
①

②
②

④

③

旧様式（第８号様式）
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【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧
（例：令和３年度分の実績は、令和４年４月３０日までに提出）



港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）（２／５）

④ 行為の種別ごとの欄における「自営した量」「下請させた量」の内訳の記入は、本報告書においては不要となりま
す。
※新第５号様式にそれぞれの合計値をご記入いただくこととなります。

⑤ 委託者別・合計欄における「輸・移入」「輸・移出」の内訳の記入は不要となります。

⑥ 合計欄における自営率の記入は、本報告書においては不要となります。
※新第５号様式にご記入いただくこととなります。

新様式

④⑤⑥
⑥

④

⑤ ⑤ ⑤

⑥

⑥

⑥

旧様式（第８号様式）
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港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）（３／５）

⑦ 「引受けの態様」については、各態様の合計値のみ
ご記入ください（委託者別や「輸・移入」「輸・移
出」の内訳のご記入は不要です）。

新様式

⑦

⑦

旧様式（第８号様式）
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港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）（４／５）

①（再掲）年度実績をご記入ください。

⑧ 旧様式では港湾運送の種別及び港湾ごとに報告書
を作成いただいていましたが、新様式では、同一
港湾であれば、複数の種別の港湾運送についてご
記入いただけます。

⑨ 委託者別・合計欄における「輸・移入」「輸・移
出」の内訳の記入は不要となります。

新様式

① ⑧
①

⑧
⑨

⑨

旧様式（第１０号様式）
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港湾運送引受け実績報告書（新第６号様式）（５／５）

⑪ 合計欄における自営率の記入は、本報告書においては
不要となります。
※新第５号様式にご記入いただくこととなります。

⑫ 下請に係る委託者である港湾運送事業者のタイプ別の
実績は、本報告書においては不要となります。引き受
けた下請の合計値のみご記入ください。
※下請に係る委託者別の実績は、新第５号様式にご記入いただくこと
となります。

新様式

⑪

⑪
⑫

⑫

旧様式（第１０号様式）
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船舶積卸し実績報告書（新第７号様式）（１／２）

旧第５号様式「港湾荷役実績報告書」においては、「船舶積卸し実績」及び「沿岸荷役実績」の双方を毎月提出いただいていましたが、新
様式においては、これらを分割します。新第７号様式は「船舶積卸し実績」に係る報告書となります。
※沿岸荷役実績については新第８号様式へご記入いただくことになります。

新様式

① 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

② ご記入いただきやすいよう、自動車の欄を「トン」「台」の２段に分けました。

① ①

②
②

旧様式（第５号様式）
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【提出頻度】月実績を月１回 【提出期日】翌月末 【提出先】所轄地方運輸局⾧
※令和３年度中は、旧第５号様式をご使用いただけます。（「沿岸荷役実績」欄のご記入は不要です。）



船舶積卸し実績報告書（新第７号様式）（２／２）

新様式

③ ご記入いただきやすいよう、実入りコンテナ・空コンテナの欄をそれぞれ「トン」「20フィート型（個）」「40
フィート型（個）」「その他の型（個）」の４段に分けています。

④ 表を分割し、「形態」の欄であることを明記しました。（記入事項に変更はありません。）

⑤ 沿岸荷役実績については新第８号様式へご記入ください。

③
③

⑤
④

④

旧様式（第５号様式）
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沿岸荷役実績報告書（新第８号様式）

旧第５号様式「港湾荷役実績報告書」においては、「船舶積卸し実績」及び「沿岸荷役実績」の双方を毎月提出いただいていましたが、新
様式においては、これらを分割します。新第９号様式は「沿岸荷役実績」に係る報告書となります。

新様式

① 年度実績をご記入ください。

② 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

③ 船舶積卸し実績については新第７号様式にご記入ください。

②

②

①
①

②

③

旧様式（第５号様式）
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【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧
（例：令和３年度分の実績は、令和４年４月３０日までに提出）



はしけ稼働実績報告書（新第９号様式）

新様式においては、形式的修正のほか、報告書の提出頻度の変更を行っています。

新様式

① 年度実績をご記入ください。

② 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

③ 稼働可能はしけの隻数等については、年度末（３月３１日）時点の情報をご記入ください。

① ② ②①

③
③

旧様式（第６号様式）
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【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧
（例：令和３年度分の実績は、令和４年４月３０日までに提出）



いかだ運送実績報告書（新第１０号様式）

新様式においては、形式的修正のみ行っています。

新様式

① ①

① 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

旧様式（第７号様式）

26

【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧



労働者及び稼働実績報告書（新第１１号様式）

新様式においては、形式的修正のみ行っています。

新様式

① ①

②②

① 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。港湾名及び事業者名のみご記入ください。

② 記入順序を「船内荷役」→「沿岸荷役」→「はしけ運送」→「いかだ運送」に改めていますので、ご注意ください。

旧様式（第１１号様式）
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【提出頻度】月実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】所轄地方運輸局⾧



検数・検量取扱い実績報告書（新第１２号様式）（１／２）

「検数取扱い実績報告書」（旧第１２号様式）及び「検量取扱い実績報告書」（旧第１４号様式）の内容を整理し、同一の様式としました。

新様式

①①

① 検数取扱い実績に係る委託者別の内訳の記入は不
要となります。「輸入」「移入」「輸出」「移
出」の内訳のみご記入ください。

旧様式（第１２号様式）
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【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）



検数・検量取扱い実績報告書（新第１２号様式）（２／２）

新様式

② ②

③

② 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。事業者名のみご記入ください。

③ 「検数」「検量」それぞれの欄を設けていますので、該当する欄にご記入ください。両事業の許可を受けている場
合は、一つの報告書でまとめて提出いただけます。

旧様式（第１４号様式）
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鑑定取扱い実績報告書（新第１３号様式）

新様式においては、形式的な変更のみを行っております。

新様式

① ①

① 宛先・住所・代表者名（役職名及び氏名）の記入は不要となります。事業者名のみご記入ください。

旧様式（第１３号様式）
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【提出頻度】年度実績を年１回 【提出期日】毎年４月３０日 【提出先】国土交通大臣（地方運輸局⾧経由）



５．今後のスケジュールについて

31

【１】対応関係資料

旧様式の記載項目と新様式の記載項目の対応関係
を整理した資料について、作成の上、本年６月末
頃までに、国土交通省のウェブサイト（※）に掲
載するとともに、事業者団体を通じてお知らせい
たします。

【２】様式のExcelファイル

報告書の記入ミスの防止や提出・集計の効率化・
迅速化の観点から、本年秋頃までに電子メールで
提出いただけるExcelファイルを作成の上、国土
交通省ウェブサイト（※）からダウンロード可能
とするとともに、事業者団体を通じてお知らせい
たします。
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※国土交通省ウェブサイト
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk2_000050.html


